
福島県介護サービス事業者における協働化等促進事業
募集概要
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福島県高齢福祉課

福島県では、介護人材不足への対応や経営の安定化を図るため、複数の法人が連
携して行う人材確保、合同研修、業務の共同化などの取組を支援する「介護サービス
事業者における協働化等促進事業」を実施します。

小規模法人を含めた複数の法人で構成する事業者グループに、
協働化等の取組に必要な経費の補助を行いますので、期限までに事業計画

をご提出ください。

補助対象者

以下の要件を全て満たす者

・ 県内に事業所を有する複数の法人により構成される事業者グループであること。

・ 小規模法人（１法人あたり１の施設又は事業所のみを運営する法人をいう。）を

１以上含む事業者グループであること。

補助対象経費

・ 合同での人材募集等による人材確保や共同での職場の魅力発信に必要な経費

・ 共同送迎の実施に向けた調査等に必要な経費

・ 共同発注による福利厚生の充実や職場環境改善等、従業者の職場定着や職場

の魅力向上に資する取組に必要な経費

・ 合同研修や人事交流の実施等、共同での人材育成に必要な経費

・ 人事管理や給与制度、福利厚生等のシステム・制度の共通化に必要な経費

・ 加算の取得事務を含む業務の集約・共同での外部化に必要な経費 等

※詳細は交付要綱をご確認ください。

補助率

５分の４

補助上限額

１２０万円/法人（訪問介護事業所を経営する法人の場合は１５０万円/法人）

なお、構成する法人数に制限はありませんが、１，２００万円/事業者グループを上

限とします。

※全体の応募額によっては、補助上限額が記載を下回る場合や交付できない場合が

あります。あらかじめご了承ください。
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提出書類

以下送付先までメール又は郵送により１部提出してください。

〇 提出書類
①事業者グループ構成法人一覧（別紙１）
②所要額調書（別紙２）
③業務改善計画様式（別紙３）
④業務改善計画様式別紙（別紙４）
⑤見積書

〇 申請受付期間
令和８年７月23日（木）～８月20日（木）17時まで

内容 時期
（１）事業計画書等の提出
【事業者→県】

令和８年７月23日（木）
   ～８月20日（木）

（２）内示通知
【県→事業者】

令和８年９月上旬～中旬頃

（３）交付申請書等の提出
【事業者→県】

内示後に提出期限をお知らせします。

（４）交付決定
【県→事業者】

交付申請後随時

（５）事業の実施
【事業者】

随時

（６）実績報告書等の提出
【事業者→県】

事業完了後30日以内または令和９年１月31
日のいずれか早い日

（７）確定通知（必要な場合）
【県→事業者】

事業実績確認後

（８）補助金の支払
【県→事業者】

事業実績確認後随時

今後のスケジュール（予定）

（送付先）

〒960-8670

福島市杉妻町２番16号（西庁舎７階）

福島県保健福祉部高齢福祉課 施設福祉担当

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：kourei-kaigorobot@pref.fukushima.lg.jp

申請にあたっての注意点

〇 本事業は、「県の交付決定日から令和９年１月31日まで」に実施する事業が対象です。

〇 県の交付決定前に着手した場合、補助金を交付できませんのでご注意ください。

なお、やむを得ない理由により、交付決定前に着手する場合は、内示後に別紙７を提出し

    てください。その場合でも、着手は内示後となりますのでご注意ください。

〇 他の補助金等を受けて実施する取組については、本補助金の対象にはなりません。

〇 応募額が予算額を上回る場合は、事業目的との適合性や事業内容の妥当性等を総合

的に勘案し、採択者を決定します。

要綱・様式は県ＨＰよりダウンロードください。
https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/21025c/r8kyoudouka.html
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